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〔 は じ め に 〕 

 

 

 ３月 11 日に東日本大震災が発生して２ヶ月が過ぎた。犠牲者は約 15,000

人に達し、行方不明者は今なお約1万人を数える。避難生活者も未だに10数

万人もあり、東北太平洋沿岸の街並みは依然として多くがガレキの中で、漁船

はほとんど壊滅し、漁業活動はほとんど出来ないという惨状が続く。未曾有の

大災害である。しかしながら、一方で、港湾の一部再開や漁業操業への下準備

の開始など、復旧、復興への槌音も、少しずつ聞こえてくるようになった。 

 この間、当会では、港湾・漁港、海岸、そして漁業、海上交通など、東北太

平洋沿岸を支えるインフラおよび海洋関連産業の復旧復興が全体の鍵である

ことを認識して、「海からの視点による復興方策の提案」の取りまとめに取り

組んできた。 

 具体的には、沿岸海底沈没物の把握や撤去、支援物資や復旧資機材搬入・不

要物撤去搬出、また、沿岸地域のインフラの復旧復興、ならびに漁業等の海洋

関連産業の再興、あるいは原発事故による海洋への影響問題に関する対処等に

ついて、民間からの提案をまとめていく必要があるとの認識にたち、４月初旬

に、当会会員ならびに有識者等の関係者宛に e-メールで各種復興方策につい

ての提案の呼びかけを行った。 

 その呼びかけに応じて、事務局からのささやかな提案も含め、合計２６機関

から延べ約６０件に及ぶ提案が寄せられた。それらの内容について、当会の運

営委員会拡大企画小委員会、ならびに浮体利用については特にマリンフロート

研究委員会で、短期間ながらも討議を重ねて集約、整理作業を進めてきた。そ

の際、主として、中長期的な視点からのものに重点を置くこととした。 

 その結果、当会の看板事業の一つである浮体利用をはじめ、上記の課題に関

連する各種のハードやソフト、さらには海洋産業再興のためのプロジェクト等

について、以下のように荒ごなしのとりまとめを行い、ここに広く提案申し上

げる次第である。 

 この｢海からの視点による復興方策の提案」が、今後の復興に少しでも参考

になれば幸いである。 
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社団法人海洋産業研究会 

「海からの視点による復興方策の提案」 

 
〔 要  旨 〕 

 
 

１．浮体（マリンフロート）の活用 
１－１．浮体式広域防災基地の拡充整備 
１－２．各種フロート（インフラ利用、漁港利用等）の整備 

 
２．ガレキの詳細調査と活用方策の検討 
２－１．沖合海域、漁場等の海底ガレキの詳細調査と撤去 
２－２．ガレキ利用による津波減災用バリア・アイランドの造成 
２－３．ガレキ利用による海底マウンド（津波減災、人工魚礁用等）の造成 

 
３．海洋調査観測船の活動状況の「見える化」と災害時の一体的運用 
 
４．水産業の復興 
４－１．鉄鋼スラグ型、アミノ酸混和型等の新素材利用による藻礁整備等によ

る漁場再生 
４－２．造船（修繕）ヤードの集約整備による漁業等の産業再生、雇用機会の

創出 
４－３．「震災復興漁業基金」（仮称）の創設 

 
５．東海・東南海・南海地震への備えの充実 
５－１．海底地震・津波観測ネットワーク（DONET）の拡充整備 
５－２．GPS波浪計の拡充とデータの活用 
５－３．東京湾防災アクションプランの作成 

 
６．海洋再生可能エネルギーの利用促進 
６－１．海洋再生エネルギー利用に活路を 
６－２．漁業協調型洋上ウインドファームの展開 
６－３．波力発電をはじめとする海洋エネルギーの実用化 

 
７．第二次海洋基本計画の柱の一つに沿岸・海洋防災を 
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社団法人海洋産業研究会 

「海からの視点による復興方策の提案」 

 

〔 本  文 〕 

 

（各提案項目脚注の番号は、参考にした「寄せられた提案一覧」に該当する。） 

 

１．浮体（マリンフロート）の活用 

１－１．浮体式広域防災基地の拡充整備1,2 

･･････室蘭の浮体式広域防災基地は福島県相馬港へ派遣されたが、

三大湾に設置された浮体式防災基地は湾内移動仕様であった

ために現地派遣されず、今回の震災対策には活用されること

がなかった3。 

･･････そこで、新たに外洋航行型（ocean-going type）のマリンフ

ロートを設置し、災害時に被災地へ派遣することを提案する。 

･･････平常時は、切り離し可能な係船岸壁として三大湾等に設置し、

主として海上保安庁あるいは海上自衛隊など公用の港湾施設

として使用する。災害時にはこれを切り離して、被災地沿岸

へ曳航して活用する。 

･･････なお、浮体の現地への曳航にあたっては外洋航行型のタグボ

ートが不可欠で、これなしに活用はできない。このため、災

害時に浮体曳航用のタグボートが必要数確保できるような体

制を平常時から整える。 

   

                                     
1  この提案内容は、M1、M3、M6、U1、U2、NM6、NM8等による提案をベースに、当会のマリ

ンフロート研究委員会および運営委員会拡大企画小委員会＜以下、小委員会＞でまとめた

ものである。 
2  原発の放射能汚染水の一時的貯蔵のため、旧メガフロートの一部である静岡県清水港の浮

体式海釣り桟橋が利用されることとなっているが、本提案は災害対策のための専用浮体を

新造することを主旨としている。 
3  関連資料参照。 
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１－２．各種フロート（インフラ利用、漁港利用等）の整備4 

･･････上記の浮体式広域防災基地のほかに、下水処理、し尿処理、

海水淡水化（造水）、あるいは漁船用の製氷等のプラントや、

漁具置き場等の機能を有する各種のフロートを各地の港湾や

漁港に整備する。 

･･････平常時は整備された港湾や漁港において、これらの機能を果

たすが、災害時にはこれを適宜切り離し、被災地に曳航して

活用する。 

･･････フロートを提供した側の港湾や漁港では、被災地におけるそ

れらフロートの活動が終了するまでの期間は、これらが無く

なることによる一時的不便をこうむるが、その部分は地方公

共団体や地域社会がこれを受け入れるとともに、代替手段等

を講じることが可能な仕組みを予め用意する。 

 

２．ガレキの詳細調査と活用方策の検討 

２－１．沖合海域、漁場等の海底ガレキの詳細調査と撤去 

･･････陸域については環境省が担当し、海域のガレキについては港

湾区域内や漁港区域内の海域でそれぞれの管理者の手によっ

て調査等や一部撤去が進められてきている。 

･･････しかしながら、その他の沿岸海域や沖合海域については、管

理主体も定かでないせいもあって、これからの本格的な調査

や撤去作業が待たれる状況にある。 

･･････岩手県水産技術センターの4月11日の調査結果でも見られる

ように、定置網漁場でも海底のガレキが確認されているほか、

中層の浮遊物、漂流物も確認されている5。 

･･････どの海域であれ、海底のガレキ撤去はグラブ浚渫によるしか

ないと考えられるが、撤去したガレキの一次貯留・分別・移

送基地の確保のためにも、マリンフロートとの連携が重要で

ある。 

                                     
4  この提案内容は、M3、M4等による提案をベースに、当会のマリンフロート研究委員会お

よび小委員会でまとめたものである。 
5 「海産研の取り組み」関連資料参照。 
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４－２．造船（修繕）ヤードの集約整備による漁業等の産業再生、

雇用機会の創出10 

･･････漁船の確保なしに漁業の復活はありえず、漁獲が上がらなけ

れば水産加工業、水産流通業を含む水産業全体の活性化も果

せない。 

･･････さらに、全国から漁船等船舶の提供がなされたり、政府予算

関係による後押しがなされるにしても、全体としては、損傷

を受けた船舶の修繕や、漁船等、実際に多数の新造船の推進

が急務である。 

･･････そこで、既存の東北沿岸に立地する造船所等をベースに造船

（修繕）ヤードの集約整備を図る。 

･･････このヤードでは漁船のみならず各種の作業船、港内運送用船

舶、国内海上輸送用船舶等も取り扱うこととし、艤装品関連

などの舶用工業等の裾野産業の拠点を形成する。これにより

地場産業の再生ひいては雇用機会の創出に寄与する。 

･･････この集約ヤード形成は、政府が大幅な予算を投入するととも

に、漁業や造船業等の民間産業界の出資も活用することとし、

税制優遇や災害経済特区等を含めた措置を講じることが考

えられる。 

 

４－３．「震災復興漁業基金」（仮称）の創設11 

･･････平成23年度補正予算で農林漁業の再建や漁業支援として約

1500億円が計上され、さらに第二次補正では漁業再生基金等

の予算が検討されていると伝えられるが、漁業を含む産業再

生のためには、さらに踏み込んだバックアップ方策が必要で

ある。 

･･････そこで、国の主導により漁業再生のための基金を創設し、漁

業の速やかな再建に財政的基盤を与える。 

･･････国の予算によるこの基金には、企業や団体、一般市民まで広

                                     
10  この提案は、M12、U2内容をベースに当会の小委員会でとりまとめたものである。 
11  この提案は、NM6の内容をベースに当会の小委員会でとりまとめたものである。 
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く資金拠出を募り、被災地における漁業を含む産業再生を、

国民全体で支援できる枠組みとする。 
･･････企業、団体、一般市民は、被災者救済のための義援金や寄付

金だけでなく、資金の一部も拠出してこれに寄与、貢献でき

るようにし、漁業を中心とした産業再生の一翼を担うことが

できるようにする。 
･･････この基金を利用して、たとえば、漁具・漁船・水産加工施設

等、漁業の再開・再生に必要な設備の調達、整備資金に充当

する。あるいは、上記の集約ヤードへの新造船発注の資金提

供をするなど、漁業者の負担をできるだけ少なくしたかたち

で漁業活動の再生を図る。 
･･････これに税制優遇措置等も組み合わせれば、義援金や寄付を上

回る仕組みが可能ではないかと考えられる。 
 
５．東海・東南海・南海地震への備えの充実 

５－１．海底地震・津波観測ネットワーク（DONET）の拡充整備12 

･･････JAMSTECのプロジェクトであるDONETは、平成18年度から平

成21年度の4カ年計画で、東南海地震の想定震源域にあた

る紀伊半島沖熊野灘に20箇所の観測点を設置し、整備され

ている。各観測点は高精度の地震計、水圧計（津波計）など

で構成され、全ての観測点を海底ケーブルによって面的につ

なぎ、平成22年度より連続観測を開始している。また、平

成22年度からは紀伊半島潮岬沖に、あらたな海底ネットワ

ーク構築に着手している。 

･･････そこで、余震が頻繁に続く今回の東日本大震災対策として、

このDONETの東北太平洋版を整備し、今後の地震・津波観測

の精度向上に努める。 

･･････さらに、来るべき東海・東南海・南海地震に備えて、「遠州灘

DONET」、「四国沖DONET」、「日向灘DONET」を順次整備する。 

                                     
12 この提案は、当会が海洋基本計画に対して提出した意見書（平成19（2007）年11月）、

M12の内容をベースに、当会の小委員会で独自にまとめたものである。関連資料参照。 
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･･････さらに長期的には、DONETの日本周辺海域における全周配備

を図り、安心･安全な国造りを行う。 

 

５－２．GPS波浪計の拡充とデータの活用13 

･･････GPS波浪計は平成20年から整備され始め、平成23年3月現

在までに、青森東岸沖から高知西部沖、ならびに東北日本海

沿岸にかけて、沖合10～20km、水深約100m～400mの海域に

計15基が設置されている14。 

･･････そして三陸沖のGPS波浪計が、はるか沖合で波高約7mという

観測値を記録し、今後の津波対策に大いに参考となったこと

は良く知られている。 

･･････GPS波浪計の配備については、想定震源空間スケールの半分程 

   度の配置間隔すなわち50-100km程度の配置間隔という考え方 

   をベースに、さらなる整備、拡充が求められている。 

･･････そこで、日本列島周辺全海域への配備を前倒し、加速化して 

   早急に整備するとともに、今回の東日本大震災におけるデー 

   タを詳細に分析し、次の災害に備える。 

･･････特に、上記のDONETの整備には比較的長期の年数を要すると考 

   えられるので、その間に十全な配備をするのが望ましい。最 

   終的にはDONETとともに、相互補完できる機能を持たせる。 

 

５－３．東京湾防災アクションプランの作成15 

･･････首都圏とりわけ東京港が想定している津波高は、平成3年度

東京都防災会議が相模トラフ震源の関東地震再来を想定し

たもので、荒川河口付近で最大1.2m（満潮時A.P.＋3.2m）

としている。また、平成17年度の中央防災会議が直下型地

震による津波の想定を高々、最大50cm未満としているにす

ぎない。 

                                     
13 この提案は、M6、M12、U2のほか、永井紀彦他著の2005年土木学会海洋開発論文集によ

る提案等をベースに、小委員会でとりまとめたものである。 
14 連資料参照 
15 この提案は、M7の内容をベースに小委員会でまとめたものである。 
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･･････他方、東京港の外郭防潮堤の計画天端高は低いところでA.P.

＋4.5mであり安全であるとしているが、果してこれが妥当で

あるか、今回の災害を踏まえて見直しが必要である。 

･･････A.P.＋4.5mを超える確率を算出し、想定津波高を見直し、実

効性のある津波対策アクションプランを策定すべきである。

特に首都圏では、防潮堤外側の港湾施設についての対策が急

務である。 

 

６．海洋再生可能エネルギーの利用促進 

６－１．海洋再生可能エネルギー利用に活路を 

･･････福島第一原子力発電所の事故により、安全性の観点から原子

力発電政策の見直し機運が内外で高まっているが、政府は原

子力依存50％と想定している現在の「エネルギー基本計画」

の見直す方針を打ち出した。 

･･････海外の例をみると、イギリスでは2020年までに電力の30％

以上を再生可能エネルギーによって発電するという国家的目

標があり、このうちの１／３以上を洋上風力発電で賄うとい

うシナリオが掲げられている。 

･･････そこで、わが国もこうした世界の潮流を参考にしながら、自

然エネルギー利用促進の柱として、洋上風力発電等の海洋再

生可能エネルギーで総発電量の相当程度を賄うこととし、そ

の数値目標を大幅に引き上げして設定し、その実施に積極的

に取り組むべきである。 

･･････わが国は世界第６位といわれる広大なEEZを有しており、賦

存するエネルギーも膨大である。したがって、そうした目標

設定の中で、洋上風力発電のみならず、波力発電、潮流発電、

海洋温度差発電等の海洋再生可能エネルギーの実用化に関す

る研究開発、実証事業等の拡充もまた目指すべきである。 

 

６－２．漁業協調型洋上ウインドファームの展開 

･･････洋上で風力発電を行う場合、漁業をはじめとする既存産業と

の海面の利用調整が不可欠である。洋上風力発電には着底式
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と浮体式があるが、洋上風力発電事業と漁業が共存共栄を図

ることは可能であると考えられる。 

･･････むしろ、着底式風車の基礎部や浮体構造物を魚礁や養殖施設

として活用したり、風車で発電された電力の一部を水産に利

用したりするなど、漁業振興に積極的に資する必要がある。 

･･････当会では、かねてより提案してきているが、ここで改めて、

漁業者と発電事業者の両者がwin-winの関係を築く「漁業協

調型洋上ウインドファームの展開」を提案し、その実現をさ

らに強く期待するものである。 

 

６－３．波力発電をはじめとする海洋エネルギーの実用化16 

･･････前述したように、わが国のEEZには膨大な海洋エネルギーが

賦存する。特に海外では最近、波力発電の研究開発が盛んで

あり、一部では実用化されつつある。 

･･････そこで、わが国でも波力発電や潮流発電、海洋温度差発電な

ど海洋エネルギーの実用化にむけた実証実験など研究開発を

着実に進めるべきである。  

 

７．第二次海洋基本計画の柱の一つに沿岸・海洋防災を17 

･･････平成20年度策定の現海洋基本計画は、平成25年度から第二

次計画へ移行するが、今年度中には現行計画の点検、次期計

画の内容検討等がスタートする。 

･･････その中に、今回の東日本大震災の教訓を取り入れて、本提案

に掲げた東海・東南海・南海地震を想定した対策等の安心・

安全な国造りや、マリンフロートの防災活用などの内容を、

柱の一つとして盛り込む。 

 

（以上） 

                                     
16 この提案は当会が平成16以降提案している「漁業協調型洋上ウインドファーム構想」の
ほか、M6、U2、海洋再生可能エネルギー利用推進機構（OEAJ）の提案を盛り込んだもので

ある。 
17 この提案は、M12の内容をベースに、小委員会で独自にまとめたものである。 



「１－１．浮体（マリンフロート）の活用」（室蘭から相馬港へ曳航された浮体式広域防災拠点）

「２－２．ガレキ利用による津波減災用バリア・アイランドの造成」（アメリカのバリア・アイランド）

「２－３．ガレキ利用による津波減災・人工魚礁海底マウンドの造成」
（ガレキ利用漁場再生等のイメージ図）

（出典：長野章氏（公立はこだて未来大学教授、全日本漁港建設協会参与）提案資料）

社団法人海洋産業研究会
「海からの視点による復旧復興方策の提案」(関連資料）

（出典：室蘭市「室蘭港浮体式防災施設」パンフレット）

(出典：http://geology.rockbandit.net/2008/09/15/how-barrier-islands-such-as-galveston-work/)
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「５－１．海底地震・津波観測ネットワーク（DONET）の拡充整備」（配備済と拡充配備イメージ図）

「５－２．GPS波浪計の拡充とデータの活用」（システム概要と現状の配備）

（出典：海上保安庁「日本周辺海域の海底地形図」にJAMSTEC資料を参考に当会で作成）

（出典：国土交通省港湾局技術企画課技術管理室、「GPS波浪計測ブイ設置の目的」、
『作業船』、（社）日本作業船協会、2011年春季号　No.303、pp.19-20）

（出典：http://www.jamstec.go.jp/jamstec-j/maritec/donet/）
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番号 氏　　名　／　所　　属 タイトルおよび内容 備　考

Ｍ１
森山　厚夫
（財）日本船舶技術研究協会 浮体式防災基地を活用した被災地への物資の補給とガレキの撤去

Ｍ２
上入佐　光(メール送信者）
三上 隆（提案者）
(株）三井造船昭島研究所

①大津波来襲時浮体式避難設備について
都市計画の中に
組み込み

上入佐　光(メール送信者）
織田（提案者）
(株）三井造船昭島研究所

②広域防災指令船のコンセプト

Ｍ３
杉本　達彦
三井造船（株）

①ハイブリッド式ユニット型廃棄物処分場（HBU)
－大型の瓦礫の早期最終処分が可能な“海の巨大ゴミ箱”－

②浮体式下水処理施設、浮体式し尿処理施設
－海岸沿いインフラの早期稼働を可能にするプラントバージ－

Ｍ４
細田　昌広(メール送信者）笠原勉（提案者）
いであ㈱

大規模漁場の現状調査
（水中ビデオ自動曳航撮影システムの概要／漁港周辺海域での海底状況調査）

Ｍ５
木村　秀雄
新日鉄エンジニアリング（株）

「カルシア改質によるヘドロに覆われた被災地海岸域の土壌改良による海域環境
修復」（被災地域及び周辺の釜石・鹿島・君津・千葉の製鉄所からでる副産物利
用で覆土)

鉄鋼スラグ利用
藻礁等で実績あ
り

Ｍ６
浜　芳典
日本電気（株）

①浮体式海上廃棄物処理プラント（喫緊）
②流船防止係留（港湾空港研、京都大学でもご研究があります）
③津波監視システム
　津波計のネットワーク化、DONET前倒し
④海洋資源（原子力代替エネルギー）開発
　海洋環境監視システム

Ｍ７
横塚　雅実
鹿島建設（株）

首都圏津波対策アクションプランの策定
（想定津波波高および防災実行計画の見直し：東海・東南海・南海地震対策の
　充実）

Ｍ８

西川　正夫（メール送信者）
守分　敦郎（取り纏め）
鈴木　秀男（提案者）
東亜建設工業（株）

①高波浪対策としての養殖施設自動沈下技術
（遠隔操作可能な自動切り離し装置の技術開発と実用化実験）
②津波を受けて被災した漁場の生産性を補うための漁港の機能転換
（漁港の一部の蓄養利用／低水位地域の陸上と直結した養殖施設の設置等）
③震災復興の過程で来襲する高潮・津波に対する高潮・津波バリアー技術
（高潮・津波バリアー研究会の保有技術）
④漁船や養殖いかだの高潮・津波対策としての新しい係留技術
（同上）

Ｍ９ 島崎 貴司 ①Airborne LiDAR を利用した深浅測量調査

（株）フグロジャパン ②海底域のAUV、ROV、 Seismic Survey 等による震災の影響調査

③航空測量、デジタルデータを利用した緊急対策地図の作成

④地震地球科学及びエンジニアリングの手法を用いた震災の影響調査

⑤最新の技術に基づく地震及び津波モデル

Ｍ10
宮本　元行（メール送信者）
中島　宏幸（提案者）
（株）マリン・ワーク・ジャパン

①グライダーによる福島沖の海洋モニタリング
（自律航行型の水中グライダー４台程度を東北太平洋沖合を巡航させ
　データ収集）

宮本　元行（メール送信者）
松本　健寛（提案者）
（株）マリン・ワーク・ジャパン

②故郷の景観をのこした津波に強い街づくり
（140km沖合に波浪計、スラック係留方式採用、NTTパケット網の充実）

宮本　元行（メール送信者）
向吉 秀樹（提案者）
（株）マリン・ワーク・ジャパン

③日本列島太平洋沿岸域海底におけるガンマ線長期計測
（自己記録式ガンマ線測定装置GRAMSを福島原発沖を含む太平洋沿岸海底に
　数十基配備）

Ｍ11
木原　一禎
三菱重工鉄構エンジニアリング（株） 直立浮上式防波堤 大林組との協議

で提案

Ｍ12 (社)海洋産業研究会事務局

①集約造船（修繕）工場の設置と産業再生拠点の形成
（漁船、作業船、輸送船等の修繕、新造工場を数か所に集約整備、漁業等の
　産業再生拠点の形成とそれによる雇用機会の拡充）

②総合海洋政策本部事務局webに「海洋調査船活動表示サイト」（仮称）を開設
－関係機関の海洋調査活動の見える化ポスティングシステムの整備－

③海底地震・津波観測ネットワークシステムの拡充整備
（紀伊半島沖DONETの東北太平洋岸、遠州灘沖、四国沖、日向灘沖への展開、
　将来は日本全周ネットワーク化：東海・東南海・南海地震対策の充実）

④GPS波浪計の整備拡充（現在15か所に整備されている沖合のGPS波浪計の
　ネットワーク化：東海・東南海・南海地震対策の充実）

2005年の土木学
会論文集に提案
あり、2008年以
降15基整備済
み。

⑤「第二次海洋基本計画」策定における海からの大規模海洋防災対策の導入

寄せられた「海からの視点による復興方策の提案」一覧

（タイトルおよび内容は原提案に記載のものをそのまま転記した。また、件数の数え方は、提案機関が同一の場合は番号を一つにして、内容欄で○番号で区分した）

（順不同・敬称略）

会員
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Ｕ１
平石　哲也
京都大学防災研究所

緊急避難浮体
（100×30m。平常時は観光地の海上ホテル等に利用）

Ｕ２
加藤　直三
大阪大学

3・11東日本大震災・大津波・原発事故に対する技術提案　-海からの提言－
〔緊急提言〕
①福島原発周辺の詳細な海中・海底モニタリング／②港湾海底清掃
〔長期的提言〕
③自然エネルギーの利用／④深海利用電力貯蔵／⑤防災船、病院船、発電バージ
⑥リアルタイム防災システム／⑦津波シェルター／⑧沖合でのメガフロート利用
⑨造船所ドック内余剰スペースの設置、増設／⑩造船工場ネットワーク構築
⑪海上交通網の整備／⑫重要施設への港の付設
⑬遠隔操作船の開発（関西海事教育アライアンス；緊急住宅船）

内閣官房総合海
洋政策本部事務
局へも提出との
こと。

Ｕ３
中村　宏
東京海洋大学

PHOENIX 11 プロジェクト
（大規模陸上養殖事業、気仙沼を想定、船・港・市場なき水産都市
　復興プロジェクト）

Ｕ４
長野　章
公立はこだて未来大学／全日本漁港建設協会
参与

緊急漁港発生材有効利用事業(仮称)の提案
（ガレキ利用人工魚礁、海底湧昇流発生用海底山脈、等の造成）

全日本漁港建設
協会においても
同様の提言まと
め予定

NM1
角田　晋也
日本マクロエンジニアリング学会

日本復興戦略（案）
（2020、2030を目標とした戦略提案）

海洋はごく一部
のみだが、フ
ロート利用提案

NM2
佐々木　邦昭
油濁コンサルタント 亀裂部からの汚染水流出防止について

原発からの放射
能汚染水流出対
策

NM3
門元　之郎
（個人）

放射能汚染水の処理方法

NM4
下村　嘉平衞
NPOリサイクル技術振興会

津波制御堤の設計見直しと瓦礫の利用
（歯抜け制御堤；点在型の島（松島）の津波被害が相対的に少なかったことの
　教訓／ガレキ利用人工海底あるいは人工島）

NM5
内藤　宗一
フジ・プランニング

「海からの復旧・復興計画(案）について」
（港湾からの復旧復興手順の提示；現状調査、作業基地建設、臨港内
　インフラ復旧、救援物資基地建設、廃材集積基地、臨海工業地帯の
　インフラ復旧、幹線道路の復旧等）

NM6
中西　敬
近畿大学・日建工学㈱・日本海工㈱

①がれき処理支援船団の編成・派遣
（船団編成；重機搭載のフェリー台船、集積・仮置き用底開バージ、ゴミ焼却・
　発電プラント船、木質系バイオマス利用プラント船、発生熱利用
　「銭湯」船、等）

（海産研客員研
究員）

②震災復興漁業公社の設立による漁業の復活
（漁業権の買取もしくは株式化を前提にした水産公社もしくはLLPの設立、
　浮体式市場・水揚げ・加工基地の設置、カキ養殖の先行実施）

③沿岸域の基盤整備における新素材の活用
（鉄鋼スラグ型、アミノ酸混和型等の新素材利用による漁場活性化）

NM7
桐谷　伸夫
（独）海上技術安全研究所

「海上計測狭小水域地形水深マッピング」
（海岸線地形・水深情報のマッピング、リモコンボート利用）

NM8
桑原　伸司
北日本港湾コンサルタント（株）

①浮体構造物を活用した漁業集落の震災復旧
（防災基地；ヘリポート、救援物資受け入れ先・備蓄・保管、
　ガレキ→漂流物の一時堆積場、情報提供施設）
（調査・観測サイト）(水産物流通基地）

大塚　夏彦
北日本港湾コンサルタント（株）

②希望の島3・11～湾口人工島プロジェクト
（タイプＡ：防波堤整備中のサイトに人工島もしくは島の上に築山／タイプＢ：
　新たな対策サイトに津波減災用の紡錘形の人工島）

NM9
田中　瑞乃（AIT、KGK(元沿岸海洋の胡屋様）
（株）NTTデータ経営研究所

エマルジョン燃料製造装置およびエマルジョン燃料の提供について
（病院等自家発電用、被災ごみ処理用、遺体火葬燃料用、
　大型ディーゼル発電機用）

Ｌ１
岩手県沿岸広域振興局水産部
宮古水産振興センター

東日本大震災宮古地区復興構想について（企画提案）H23.4.23および25
（船越半島運河計画、山田大橋建設計画、サケコンビナート構想、
　音部漁港多層人工地盤、田老漁港メガフロート；荷捌き所・加工場・
　冷蔵庫・倉庫等）

合計 ２６機関、計５９件の提案（自治体の内容を1件として計算）

自治体

非会員

大学
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（H23.5.12）

（月日） （海産研の取り組み） （外部等の動き）

3/11(金)
東北地方太平洋沖地震、津波災害・原発被害
（東日本大震災）の発生

3/16(水) 理事会・総会を中止（3月30日に繰り延べ） 海外からも続々お見舞いメール

〃
青森・岩手県の自治体、大学、団体等の関係者へ、お見
舞いメール送信

（八戸市や岩手県の各地から続々お礼等の返信
メール）

3/18(金)

・宮舘岩手県副知事から返信メール
・岩手県水産技術センター(以下、岩手県水技
　センター）より返信メール
（同センターの船２隻沖合いへ避難して無事。
4/1から海洋調査開始予定とのこと）

3/23(水)
(財）日本水路協会の三陸沿岸海図無償ダウンロード可能と
現地へメールでお知らせ

（現地からのお礼メール受信）

〃 「海産研e-mail通信」№91、「お見舞い｣特別号を配信

3月上旬視察訪問先の米国南フロリダ州水管
理公社（SFWMD）より、同地区の地下水の水
位計が日本の地震により異常変動を記録した
と、データ付のメール（同じ北米プレートに位置
ゆえか）。※３

3/28(月)
「海産研e-mail通信」№92（3/28号）
海洋・沿岸関係の震災関連有用情報源の紹介記事
（SFWMDの件も紹介）

3/30(水)

繰り延べ理事会・総会開催。
（創立40周年記念事業予算の約1割を寄付することを決定）

川口監事より「八戸港乗り上げ大型イカ釣り船の移動法」
についてアイデア等協力のお願いあり。※１
（筒状エアバッグ利用法の提案あり。事後、続々提案メール
受信。川口監事へ取次ぎ。※２

4/1(金) 「八戸港乗り上げ漁船の移動法」に関する提案呼びかけ

・続々、提案メール受信。
・川口監事より、週末に、結局解体撤去の決定、
提案への謝辞を受信。4/4(月)に提案呼びかけ
終了を配信

4/4(月)
「海からの視点による復旧復興方策の提案」を呼びかけ
（4/15〆切）

4/7(木)
岩手県水技センター「定置網設置予定海域の海底地形
調査」協力依頼を呼びかけ（続々返信）

(財）日本水路協会より海洋調査のベテランのボラ
ンティア派遣の申し出。取り次ぎ。実現。

4/9(土)
SFWMDと高橋正征先生（アメリカ視察団、当会顧問）、
Skypeによる国際インタビュー受ける。フロリダ現地で放映

4/12(火)
JAMSTECより使用済みのトライトンブイ係留索の提供申し
出、岩手県水技センターへ取次ぎ

岩手県水技センターより、同左係留ロープの
提供受けたい旨の連絡（県定置網漁業協会
と協議のうえ、受け渡し法とも相互連絡へ）

4/14(木)
経団連海洋開発推進委員会事務局から補正予算への要望
事項に海もの提案項目の提出依頼（翌日提出）

4/15(金)
岩手県水技センターより、「定置網設置予定
海域の海底地形調査」データ受信。中層浮遊
物の存在が明らかに。※４

4/18(月)
筒状エアバッグによる「護岸乗り上げ船舶の海面への移動
法」について国土交通省港湾局振興課へお知らせ

4/18(月)
運営委員会拡大企画小委員会にて「海からの視点による
復興方策の提案」とりまとめ協議

4/27(水) 同上、第2回会合（5/12向け協議）

5/12(木)
第1回理事会・総会・定例研究会・懇親交流の集い
（「海からの視点による復興方策の提案」発表）

(社)海洋産業研究会の東日本大震災に関する取り組み（一覧）
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(社)海洋産業研究会の東日本大震災に関する取り組み(関連資料) 

※１ 八戸港乗り上げ大型イカ釣り船の状況 

 

 

 

 

（写真提供：（社）漁業情報サービスセンター） 

※２ 筒状エアバッグ利用法の提案  

 

 

 

 

 

 

（写真提供：（株）アイ・エイチ・アイ マリンユナイテッド） 

※３ SFWMD地下水の水位計が日本の地震により異常変動を記録したデータ（左）世界の主なプレート（右） 

（東北太平洋沖地震の震源地および南フロリダとも同じ北米プレートにあるためと推察される） 

 

 

 

 

 

 

 

（左：出典：South Florida Water Management District 資料）（右：出典：解説「プレートテクトニクスについて」 資源エネルギー庁資料 ）         

http://www.enecho.meti.go.jp/rw/hlw/qa/pdf/sanko03.pdf 

 

※４ 「定置網設置予定海域の海底地形調査」データ（中層に浮遊物その後海底に沈んだか、漂流したままか   

    は不明） 

 

 

 

 

 

 

（出典：岩手県水産技術センター） 

 

 

（出典：岩手県水産技術センター） 
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〔 む す び 〕 

 

当会は、ここに、７テーマ１６項目から成る「海からの視点によ

る復興方策の提案」をまとめた。 

これらは、当会の呼びかけに応じて寄せられた延べ約６０件の諸

提案を集約整理しながら、運営委員会拡大企画小委員会やマリンフ

ロート研究委員会等で討議を重ね、独自に、7テーマ１６項目とし

て取りまとめたものである。したがって、一定部分は原提案に依拠

しているものがあるとはいえ、要旨および本文に掲げた提案内容は

あくまで(社)海洋産業研究会の提案として取りまとめたものであり、

文章責任もすべて当会にあることをお断りしておきたい。 

なお、原提案およびその提案者に対して、どの部分がどの原提案

を参考にしたかを、本文各ページ下に脚注のかたちで明示するよう

にした。 

ところで、７テーマ１６項目の提案内容の仕上げにあたっては、

関係府省や関係する研究機関等との調整を図ることはしておらず、

あくまで当会が自由な立場から提案したものであることも付言して

おきたい。 

いずれにせよ、海洋における復興なしには全体の復興もありえな

いことは明らかであり、本提案が、他の諸機関による有用な提案等

と相まって、今後の復興構想および将来の防災構想の戦略立案に、

いささかなりとも寄与することができれば幸甚である。 

 
 
（追記）末尾の「海産研の東日本大震災に関する取り組み」（一覧）で触れた、JAMSTECがト

ライトンブイの使用済み係留ロープを岩手県の定置網漁協に無償提供する件は、その後着々

と話が進められ、現地の要望も大きくなり、受け渡しが近々実現する運びとなった。縁結び

役を果たすことができ、具体の復旧支援に陰ながら小さな貢献ができたことを、ともに大き

な喜びとしたい。 

 
（平成23年5月25日記） 

 




